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はじめに
　国際連合を動かすのは誰なのか、あるいは何が
国連を動かしているのか。本稿では、国連研究が、
「地域」というファクターをいかに位置づけてき
たのかという観点から、研究史を整理する。
　国連が、国際関係の中で発生する問題のいずれ
に対して、どのように対応し舵取りを行ってきた
のかを観察することは、国連の存在意義を問うこ
とと深く結びついている。むろん、「国連」とは
巨大な政治・行政機構であり、そこに流れ込んで
くる問題は多様であり、膨大である。さらに、表
舞台で国連を動かすのは加盟国であり、国連が対
応する問題とその方法に決定的な影響を及ぼすの
は加盟国間の政治力学であるとしても、非政府組
織（Non-Governmental Organizations）をはじめ
とする市民社会やビジネスセクターが国連の政策
や国際条約の形成に公式あるいは非公式の影響力
を行使することも稀ではない。また、国際関係の
なかで機能する「国連」を意味づける際に、安全
保障理事会や総会のような加盟国間の利害が直接
にぶつかり合う政治機構としてのそれに着目する
のか、あるいは加盟国間の連合体そのものとは異
なり、一定の自律性のある事務局を対象とするの
かによっても方法が異なりうる 1。国連が複数の顔
を持つゆえに、国連の存在意義の問い方そのもの
が複眼的になることは必須である 2。
1  イニス・クロード Jr.（Inis L. Claude Jr.）が 1950 年
代に提示した国連に対する認識枠組みは、現在でも参照
されることが多い。クロードは、加盟国の意思が投影さ
れて動く国連を we and they と表現し、事務総長や事
務局高官をはじめとする専門家集団としての国連を it と
呼び、国連が複数の顔をもつ可能性を示唆した。（Inis 
L. Claude Jr., Swords into Plowshares: The Problems 
and Progress of International Organization, 4th ed., New 
York: Random House Inc., 1971. 1st ed., 1956.）
2  学術誌 Global Governance: A Review of Multilateral-
ism and International Organizations に掲載された論考
の中から、「国連とはなにか」を複眼的に問い直す議論
　国連そのものが複雑な発展を遂げてきたことを
前提にし、本稿では国連を動かすファクターとし
ての「地域」に着目する。「地域」を加盟国なら
びに加盟国群と読み替えるならば、地域に集約さ
れた問題と国連の関係がどのように認識されてき
たのかを問う本稿の関心は、国連に対する国際政
治学的アプローチにおいてしばしば採用されてき
た、極めてオーソドックスな手法に近い。市民社
会や企業などの民間のアクターと国連との関係を
問う先行研究 3 も増えているなかで、加盟国（群）
間の政治力学の国連への影響を詳らかにする研究
の整理を行おうとするものだからである。
　本稿では、学術誌 International Organization
（以下、IO と略記）所収の論文を検討し、国連研
究における地域の位置づけについての傾向を抽出
することとする。同誌は、1945 年の国連創設の
年に発刊され、国連をはじめとする国際機構なら
びに国際社会の組織化にかかる論考を、現在に至
るまで年間 4 回発行している。国際社会のなかに
ルールや制度が形成および運用される現象を、特
に国際政治学あるいは国際政治経済学的アプロー
チによって解明する論考から成っている。以下の
章では、本稿執筆時（2013 年 9 月）までに発行
されたもののなかから、地域からの国連に対する
影響を検討する論文 93 本を選び、国連研究の傾
向を明らかにする。次章において先行研究を概観
を整理したものとして、大泉敬子「国際連合とはなにか：
3 つの顔をもつ国連」（『津田塾大学紀要』第 42 号、2010
年 3 月、91-108 頁）が挙げられる。
3  民間アクターを視野に入れた国連研究の蓄積は多く
ここでは取り上げきれないが、日本における先駆的な研
究として、馬橋憲男『国連と NGO―市民参加の歴史と
課題』（有信堂、1999 年）が挙げられる。また、国連の
もつ「2 つの顔」を政府間主義（intergovernmentalism）
とトランスナショナリズム（transnationalism）との相克
として理論化を試みたものに、Bruce Cronin, “The Two 
Faces of the United Nations: The Tension Between 
Intergovernmentalism and Transnationalism”, Global 
Governance, 8, 2002, pp.53-71 など。
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し、地域からの国連への影響を扱う論考の類型化
したうえで、特に第三世界の提起する問題を国連
研究がどのように引き受けたのかを整理すること
に主眼をおく。
　ここで、「地域」という言葉の使い方について
説明しておく。いま、あいまいに「地域」と表現
しているのは、国連と接点を持ってきた第三世界
が、あるときには特定の加盟国であり、別の場合
にはアジア、アフリカ、ラテンアメリカなどの地
理的な共通性で括られた地域であり、また別の場
合には G77 (Group 77) のような地理的共通性を
超えた国家群であるためである。結論的に述べる
と、国家の中に存在するローカルな場としての地
域と国連の政策との結びつきを問う論考は、現在
のところは萌芽的に存在するのみである。
　以下ではまず、IO に所収された、地域からの
国連への影響を検討する論文について概観し、そ
の特徴に準じた類型化を行う。続く 2 章では、そ
のなかから第三世界と国連との関係を問う論文に
絞ってその内容を検討する。第 2 章では、初期―
1965 年まで―に掲載された論文を整理し、第 3
章では、それ以降、現在に至るまでに掲載された
論文を検討することとする。最後に、IO 所収論
文から読み取ることのできる、国連研究における
地域の位置づけを考察することとする。
第 1章　研究動向の分類―国連と地域との
関係性に着目して
　地域からの影響を、国連を動かすファクターと
して把握する研究動向の詳細に移る前に、その大
まかな傾向を分類し、本稿が着目する第三世界と
国連との関係を扱う論考の位置づけを確認してお
こう。
　そもそも地域と国連との関係、といったときに
想定されるのは、およそ次の二つの視点だと考え
られる。一点目は、国連の政策や諸活動による特
定の地域への影響を観察するもの、二点目は、特
定の地域による国連の政策や諸活動への影響を観
察するものである。ただし、二つの視点の間の線
引きが常に明白なのではなく、相互作用が生まれ
ることも、一つの論考が二つの視点を同時にもつ
こともありうる。
　本稿で特に議論するのは、二点目の視点を持っ
た研究動向についてであるが、以下ではまず、
IO 所収の論文をもとに、地域と国連との関係を
検討する上記二点の双方について、傾向を概観し
ておくこととする4。
⑴　国連による地域への影響
　この分類に属する研究の特徴は、国連を国際関
係におけるアクターと発想する点にある。すなわ
ち、加盟国の意思や加盟国間の協力、折衝、場合
によっては一部の加盟国の当該問題からの離反に
よって決定された国連の政策や諸活動が、加盟国
（群）に対して及ぼす影響を考察する。その場合
の「国連」とは、加盟国が決定した政策を実行す
る主体であり、加盟国そのものからは自立して行
政をつかさどる役割を担う。その政策の実行過程
において、対象地域との特有の関係性が生まれる
ことに着目した研究が以下である。
　初期の論考のなかには、当時国連ヨーロッパ
経済委員会（the Economic Commission for Eu-
rope: ECE）の特別助手の職に就いていたロスト
ウ（W. W. Rostow）が、戦後ヨーロッパの経済
復興に対する同委員会の役割について、個人の立
場から記したものがある 5。国連経済社会理事会の
下に設置された地域委員会の一つである ECE は、
マーシャル・プランおよびそれを取り巻く米ソ対
立の影に隠れて脚光を浴びる機会が少なかったも
のの、ECE を通じて、ヨーロッパ諸国によって
ヨーロッパ経済にかかる政策決定が組織化された
という点にロストウは着目した。
　また、国連を創設し、その主要な加盟国として
国連に参加することとなったことが、米国、ソ連
のそれぞれの外交政策にとっていかなる意味を
持っているのかを検討する論考も、1951 年に掲
載された 6。この 2 本の論考は、米国については米
国国連代表部アドバイザー、ソ連についてはポー
ランド国連代表部法律顧問によって手がけられ
たものであり政策論として読むことも可能である
4  議論の対象を国連研究から国際機構論へと広げると、
欧州連合や東南アジア諸国機構、米州機構、アフリカ連
合といった地域固有の国際機構の制度化もまた、研究が
積み重ねられてきた領域といえる。
5  Walt W. Rostow, “Machinery for Rebuilding the 
European Economy: I. The Economic Commission 
for Europe”, International Organization（ 以 下、IO）, 
Volume 3, Issue 02, May 1949, pp.254-268.
6  Benjamin V. Cohen, “The Impact of the United 
Nations on United States Foreign Policy”, IO, Volume 
5, Issue 02, May 1951, pp.274-281;  Alexander W. 
Rudzinski, “The Influence of the United Nations on 
Soviet Policy”, IO, Volume 5, Issue 02, May 1951, pp.282-
299.
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が、次節で確認するように、大国が国連の政策形
成に及ぼす影響力に対する検討が大規模に展開さ
れる時代に先駆けて、国際組織の加盟国であるこ
とが、当の大国の行動規範にいかなる影響を及ぼ
したのかを探求する意欲的な試みであった。
　その後、国連の紛争対応をめぐって、カシミー
ルやパレスチナに焦点を当てた評価が試みられる
とともに、特にアパルトヘイト体制を敷く南ア
フリカ共和国に対する制裁を例として、国連に
よる制裁活動の実効性が検討された。マッジ（G. 
A. Mudge）は、制裁の有効性と効果を検討する
ためには研究対象をニューヨークではなく南アフ
リカに置かなければならないとして、南アフリカ
議会の国連制裁活動への対応を分析し 7、ドキシー
（M. Doxey）は、制裁主体としての国連とその対
象である南アフリカおよびローデシアの関係を考
察することを通じて、制裁活動の役割を検討し
た 8。国連による制裁が対象となる地域のいかなる
反応を引き起こしたのかを検討し、それを国連の
紛争対応への評価に還元しようと試みていること
に、国際機構論の立場から国連の地域への影響を
考察する目的が表れていると言えるだろう。
　このように狭義の国際社会の平和と安全に関連
した国連の政策および活動も散見される一方で、
IO 誌において目立つのは、経済社会領域での活
動を通じて広義の平和をつくる試みが、対象地域
に及ぼす影響を観察した論考である。そのなかに
は、開発とそのための技術援助をめぐる国連の支
援地域での活動を観察するものもあれば 9、国連総
会等で合意された価値規範ないしは専門機関が掲
げる行動規範が、地域（特に第三世界）に引きお
こす変化を観察したものもある。この後者の研究
動向は、国際機構研究者によって近年特に依拠さ
7  George Alfred Mudge, “Domestic Policies and UN 
Activities: The Cases of Rhodesia and the Republic of 
South Africa”, IO, Volume 21, Issue 01, Winter 1967, pp. 
55-78.
8  Margaret Doxey, “International Sanctions: A 
Framework for Analysis with Special Reference to 
the UN and Southern Africa”, IO, Volume 26, Issue 03, 
Summer 1972, pp. 527-550.
9  例えば、Walter R. Sharp, “The United Nations Sys-
tem in Egypt: A Country Survey of Field Operations”, 
IO, Volume 10, Issue 02, May 1956, pp.235-260; Henry 
Simon Bloch, “The Fiscal Advisory Functions of United 
Nations Technical Assistance”, IO, Volume 11, Issue 02, 
Spring 1957, pp.248-260; Huntington Gllchrist, “Technical 
Assistance From the United Nations— as Seen in Paki-
stan”, IO, Volume 13, Issue 04, Autumn 1959, pp.505-519.
れることの増えたコンストラクティビズムの視点
へとつながる論考が含まれている。例えば、国連
憲章の原則および「植民地独立付与宣言」（総会
決議 1514、1960 年 12 月 14 日採択）決議に代表
される国連総会での決定が、脱植民地化を後押し
した動因の一つとなっていることはしばしば指摘
される。また、世界銀行や国際通貨基金（Inter-
national Monetary Fund: IMF）が融資と引き換
えに提示するコンディショナリティの影響に関し
ては、1968 年のクラズナー（S.D. Krasner）の論
考を皮切りに、頻繁に登場する 10。そうした論考
は、国際金融機関のコンディショナリティが被援
助国の公的支出やその分配政策にいかなる影響を
及ぼしたのか、また、被援助国側は条件をどのよ
うに受け入れて融資を獲得したのかを考察し、世
界銀行や IMF の政策が規範として作用している
ことを問う。この場合、実効力のある政策を展開
することがその国際機関への肯定的評価に直結す
るのではなく、発展途上国に痛みを引き起こした
ことも、国際金融機関の融資とコンディショナリ
ティの効力の検討から導き出される教訓である。
加えて、1990 年代に入ると、国連教育科学文化
機関（the United Nations Educational, Scientific 
and Cultural Organization: UNESCO）の科学技
術政策や、国際労働機関（International Labor 
Organization: ILO）で採択される国際労働基準
が、各加盟国の科学技術および労働政策にどのよ
うに変容を迫っているのかについて探求した論考
が提示された 11。UNESCO を取り上げたフィネモ
ア（M. Finnemore）は、その後に国際機構現象
10  例えば、Stephen D. Krasner, “1967 Prize Award Es-
say: The International Monetary Fund and the Third 
World”, IO, Volume 22, Issue 03, Summer 1968, pp.670-
688; Stephan Haggard, “The Politics of Adjustment: 
Lessons from the IMF’s Extended Fund Facility”, IO, 
Volume 39, Issue 03, Summer 1985, pp.505-534; Irfan 
Nooruddin and Joel W. Simmons, “The Politics of Hard 
Choices: IMF Programs and Government Spending”, IO, 
Volume 60, Issue 04, October 2006, pp.1001-1033; Axel 
Dreher and Martin Gassebner, “Do IMF and World 
Bank Programs Induce Government Crises? An Em-
pirical Analysis”, IO, Volume 66, Issue 02, April 2012, 
pp.329-358.
11  David Strang and Patricia Mei Yin Chang, “The 
International Labor Organization and the Welfare State: 
Institutional Effects on National Welfare Spending, 
1960–80”, IO, Volume 47, Issue 02, Spring 1993, pp. 235-
262; Martha Finnemore, “International Organizations 
as Teachers of Norms: the United Nations Educational, 
Scientific, and Cultural Organization and science policy” 
IO, Volume 47, Issue 04, Autumn 1993, pp. 565-597.
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に対するコンストラクティビズムのアプローチを
牽引することになる研究者の一人であり、この
1990 年代前半の論考はその先鞭をつけるものと
位置づけられよう。
⑵　地域による国連への影響
　第一の視点に対して、地域による国連への影響
を検討する第二の視点を持つ研究は、国連を機能
させる国際関係の政治力学を解明しようとする特
徴を持つ。IO 誌に掲載された圧倒的多くの論考
が、この第二の視点から書かれている。本稿の冒
頭に述べたとおり、現代国際関係において影響力
を持つのは必ずしも国家ならびに国家群のみでは
ないものの、「地域からの影響」という視点で国
連研究を抽出した場合には、国連を取り巻く国際
関係とは、国家間関係の意と解されることが多い。
加盟国の意思とその相互の交渉が国連の政策や諸
活動を基本的に支えるからである。同時に、この
前提の下では、国内社会の様々な意思や相克がつ
きつける国連に対しての問題提起が検討されるこ
とは極めて稀である。
　この第二の分類に属する研究について、IO 誌
に掲載された 93 本の論考は、次の 6 つのパター
ンに分類することが可能である。すなわち、(1) 
大国（国連安全保障理事会常任理事国）による国
連への影響、(2) 第三世界による国連への影響、(3) 
中堅国による国連への影響、(4) 国連総会におけ
る投票動向、(5) 国連と外交政策との関係に関す
る理論研究、(6) 国連本部とフィールドオフィス
との関係、である。それぞれの類型に属する論文
題目一覧は巻末に添付した。
〈表 1〉地域が国連に及ぼす影響を考察した論文の類型
1945-
1949
1950-
1959
1960-
1969
1970-
1979
1980-
1989
1990-
1999
2000-
2009
2010-
2012
合計
（類型別）
⑴　大国からの影響 1 13 12 11 3 0 2 0 42
⑵　第三世界からの影響 0 2 10 6 5 1 0 0 24
⑶　中堅国からの影響 1 1 1 0 0 1 0 0 4
⑷　国連総会での投票動向 0 2 2 5 2 1 0 0 12
⑸　国連と外交政策との関係 0 1 1 2 0 0 1 1 6
⑹　国連本部とフィー ルド
　　オフィスとの関係 0 0 4 0 0 1 0 0 5
合計（年代別） 2 19 30 24 10 4 3 1 93
（出典）筆者作成。
　上記の 6 つの分類を、論文が発表された年代別
に整理したものが〈表 1〉である。全般的な傾向
として、93 本の論考のうちの 42 本（45% を占め
る）が大国からの影響を考察する論考であり、第
三世界からの影響を考察する論考がそれに続く。
さらに、論文の発表年と本数の傾向については、
1960 年代を頂点として一貫して減り続けている
ことを確認できる。前節で取り上げた、国連によ
る地域への影響を考察する論考が 1990 代以降に
も積み重ねられていることとは対照的である。国
連研究に生じたと考えられる質的変容は、先進国
首脳会合（サミット）の開催に代表される、国連
の外での行動規範の設定が顕著になったこと、お
よび国連総会や一部の専門機関における第三世
界の影響力の低下といった、現実の国際政治にお
ける力学の変容と無縁ではあるまい。国連に対す
る地域からの影響を検討する論考が顕著に減少
した 1980 年代以降、国際政治学や国際政治経済
学によって、国連外での国際社会の組織化現象は
どのように認識されてきたのか。改めて整理する
必要があろう。
　上述の 6 つの分類に属する論考はおよそ以下の
とおりに概観される。まず、「⑴ 大国による国連
への影響」にかかる論考で目にとまるのは、米
国と国連との関係を問うたものが圧倒的な量を
誇ることである。たしかに、1960 年代以前には、
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経済社会問題をめぐってソ連がどのようにその
利害を国連に反映させようとしたのかについて
の議論がなされてきた 12。しかし、ソ連が国連総
会における多数派と合意した割合が米国のそれ
を漸進的に上回るようになった 1960 年代前半期
を過ぎると、ソ連に代わって経済社会問題をめぐ
る国際政治の一方の主役として脚光を浴びるの
は、第三世界諸国となる。国連研究におけるソ連
の扱いと比べると、米国は一貫して主要な議論の
対象となり続けている。特に、「米国にとって国
連とはいかなる存在であるのか」という問題は、
時代を超えて研究者の関心をひきつけてきた。例
えば、国連が発足した当初の米国にとって、国連
の場での多国間外交が外交政策の柱となったこ
と 13、世界の平和と安定を脅かすアナーキーで偏
狭なナショナリズムに代わる国際秩序を米国が
主導するとき、国連の使い勝手はいかなるもので
あったのか 14、国連の政策が国際社会の平和に対
する米国の根本的な関心に奉仕してきたこと 15、
中国代表権やアパルトヘイト体制への制裁をめ
ぐって、国連に対する米国の不信感が増している
こと 16 などが指摘されてきた。
　「⑵ 第三世界による国連への影響」についての
議論は、第 2 章と第 3 章においてより詳細に触れ
るため、ここでは 1960 年代に入ってから、脱植
民地化や国際開発という国連の政策や活動に対す
る第三世界の視点からの検討が、顕著な傾向とし
て観察されうることを指摘するにとどめる。さら
に、国際関係における中堅国として、特にヨーロッ
パの非大国を取り上げて、国連に対して果たす役
12  John A. Armstrong, “The Soviet Attitude toward 
UNESCO”, IO, Volume 8, Issue 02, May 1954, pp.217-
233; Alvin Z. Rubinstein, “Soviet Policy toward Under-
Developed Areas in the Economic and Social Council”, 
IO, Volume 9, Issue 02, May 1955, pp.232-243; Robert 
Loring Allen, “United Nations Technical Assistance: 
Soviet and East European Participation”, IO, Volume 
11, Issue 04, Autumn 1957, pp.615-634; Harold Karan 
Jacobson, “The USSR and ILO”, IO, Volume 14, Issue 
03, Summer 1960, pp. 402-428.
13  Channing B. Richardson, “The United States 
Mission to the United Nations”, IO, Volume7, Issue 01, 
February 1953, pp.22-34.
14  Lincoln P. Bloomfield, “The United States, the 
United Nations, and the Creation of Community”, IO, 
Volume 14, Issue 04, Fall 1960, pp.503-513.
15  Inis L. Claude Jr, “The United Nations, the United 
States, and the Maintenance of Peace”, IO, Volume 23, 
Issue 03, Summer 1969, pp.621-636.
16  Hollis W. Barber, “The United States vs. The United 
Nations”, IO, Volume 27, Issue 02, Spring 1973, pp.139-163.
割を検討する論考（⑶ 中堅国による国連への影
響）、国連総会での投票行動を分析することを通
じて、国連の政策決定にはいかなる政治力学が反
映されているのかを考察する論考（⑷ 国連総会
における投票動向）、場合によっては国連非加盟
国をも対象に据えて、外交政策と国連や国連専門
機関との関係についての法則性を見出そうとする
論考（⑸ 国連と外交政策との関係に関する理論
研究）が蓄積されてきた。「⑹ 国連本部とフィー
ルドオフィスとの関係」については、主に国家（群）
からの国連への影響を検討するその他の 5 つの分
類に属するものとは若干異なる性質をもつが、国
連が業務を行う地域の文脈を考察の対象に取り込
もうとしているため、本節での分類に加えた。
第２章　第三世界からの国連への影響―
1945 年～ 1965 年の論考から
　本章および次章では、第 1 章で分類した地域に
よる国連への影響を考察した論考のなかでも、特
に第三世界の視点からなされた議論について検討
する。本章では、国連発足 20 年目の 1965 年に刊
行された IO 誌の特集号までの動向を紹介し、次
章においてそれ以降の研究動向を扱うこととす
る。以下では、国連発足 20 年の特集号（Volume 
19, Issue 3、以下「特集号」）に掲載された論考
を中心に、それぞれの地域が国連に対して及ぼし
た影響について整理していく。
⑴　アジアと国連
　1965 年までに掲載された、アジア諸国が国連
に対して及ぼした影響を検討した論考は 2 本あ
り、そのいずれもがインドの外交官経験者による
ものである。国連創設時にはインドはまだ英領植
民地であったけれども、中国に次ぐアジアの大国
の一つとして、あるいは 1971 年まで国連代表権
を承認されなかった中華人民共和国に代わるアジ
アを代表する国連加盟国の一つとして、国連に一
定の貢献をしてきたとの自負と無関係ではあるま
い。実際に論考では、アジア諸国が国連創設時の
サンフランシスコ会議に提出した 38 の修正提案
のうちで、国連憲章に反映された 2 つの提案が中
国とインドによるものであったこと17、国連総会に
17  Arthur Lall, “The Asian Nations and the United 
Nations”, IO, Volume 19, Issue 03, Summer 1965, pp.730-
731.
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おけるインド政府の提案が朝鮮戦争停戦のために
有効な役割を果たしたことが評価されている 18。
　しかし、インド政府の貢献に増して特筆されて
いるのは、アジア諸国やその他の非同盟諸国が国
連総会を場として行った軍備縮小のための規範構
築の提案 19 であり、援助供与国の冷戦戦略に左右
される二国間援助とは別に、開発のための低利資
本貸付を国連の枠内で制度化するとの提案であっ
た 20。いずれの提案も、冷戦対立と南北間対立を背
景に困難に直面するものの、現在にも引き継がれ
る政策課題が可視化されたことの意義は大きい。
⑵　アフリカと国連
　1960 年の「アフリカの年」の後に、アフリカ
と国連の関係を問う 3 本の論考が掲載された。
1962 年のスペンサー（J. H. Spencer）論文 21、
1964 年のマズルイ（A.A. Mazrui）論文 22、そして
「特集号」に掲載されたカレファ・スマート（J. 
Karefa-Smart）の論文 23 である。他の地域と比べ
てまとまった時期に複数の論考が掲載されている
ことが、脱植民地化をめぐる国際関係の舞台にお
いてアフリカ諸国が存在感を高めたことを表して
いる。3 本の論考は、特に脱植民地化を促した国
連の政策について、アフリカの視点から積極的な
評価がなされている点が共通する。政治的独立が
加速化した背景の一つに国連総会での決定があ
り、また国連総会においては新規加盟国としての
アフリカ諸国のプレゼンスの高まりが、核実験の
猶予や経済援助に対する要求を政策課題として押
し出すことに貢献したからである 24。
　アフリカの視点からの国連に対するこうした積
極的な評価と並行して、それぞれの著者の議論か
らは国連に対する問題提起もなされている。例え
ば、スペンサーは、アフリカの地域としてのまと
まりは、植民地支配からの解放やアフリカ自身が
政治と外交の決断を行うという意味での自決への
18  Ibid., p.736.
19  Ibid., p.741.
20  Ibid., pp.744-745.
21  John H. Spencer, “Africa at the UN: Some 
Observations”, IO, Volume 16, Issue 02, Spring 1962, 
pp.375-386.
22  Ali A. Mazrui, “The United Nations and Some 
African Political Attitudes”, IO, Volume 18, Issue 03, 
Summer 1964, pp.499-520. 
23  John Karefa-Smart, “Africa and the United Nations”, 
IO, Volume 19, Issue 03, Summer 1965, pp.764-773.
24  Spencer, op.cit., p.378.
要求では大枠で一致するものの、アルジェリア解
放闘争や「コンゴ危機」といった域内の問題およ
び米ソ両大国の冷戦施策への反応は様々であった
と述べる 25。またカレファ・スマートは、国連に
おけるアフリカ諸国の連帯と分裂について指摘す
ることに加え、大国の軍備増強やアパルトヘイト
体制をもつ南アフリカに対する措置、中国共産党
政府の代表権をめぐって、大国間の対立に制約さ
れる国連を批判した 26。興味深いことに、アフリ
カと国連との関係についての提案として、2 人の
論者はともに、アフリカ統一機構（Organization 
of African Unity: OAU、当時）といった地域機
構の活用および地域機構と国連との連携によって
アフリカ諸国の利益が増幅されるものと結論付け
ている 27。
　最後にマズルイが提示した論点、すなわち国連
におけるアフリカの連帯が何に依拠しているのか
という点を検討しておこう。マズルイによればそ
れは、人間の尊厳（human dignity）に対する要
求であった 28。国連の創設者たちが国連憲章に世
界平和を希求するという願いを込めたのだとすれ
ば、アフリカにとっては、人間の尊厳と平等とい
う理想が書き込まれたのが国連憲章であった 29。
同時に、政治的独立を達成した後にも新植民地主
義への懸念が拭えない時代状況において、アフリ
カ諸国の政府が重要視したのは、人間と人間との
平等というよりはむしろ、国家間の平等であった
という30。基本的には人間の尊厳に対する要求を軸
としているはずのアフリカの連帯が、個人の尊厳
に対する要求を後背に追いやりかねないことを予
期しているかのような指摘である。
⑶　中東と国連
　「特集号」に寄せられた中東の視点からの国連
研究は、この地域がアジアやアフリカとは異なり、
国連の場で地域としてのアイデンティティを持ち
得ていないことを観察する 31。論文が発表された
時点に限っても、パレスチナ、スエズ運河、レバ
25  Ibid., pp. 376-377; 379-380.
26  Karefa-Smart, op.cit., p.770.
27  Spencer, op.cit., p.385; Karefa-Smart, op.cit., p. 773.
28  Mazrui, op.cit., p. 501.
29  Ibid., p.504.
30  Ibid., p. 513.
31  J. C. Hurewitz, “The UN and Disimperialism in the 
Middle East”, IO, Volume 19, Issue 03, Summer 1965, 
p.762.
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ノンをめぐって帝国主義勢力との、あるいは帝国
主義勢力間の対峙が露わであり、国連が対応すべ
き課題の主要な部分を中東地域に由来する問題が
占めていたからである 32。著者のいう中東におけ
る帝国主義勢力の対峙とは、英仏といった「古く
からの対立（old quarrels）」とそれらよりは地域
の覇権争いへの参入の歴史の浅い米ソの「新しい
対立（new quarrels）」が混在する状況を指す 33。
その意味では中東は、確実に国連の政策および諸
活動に多大な影響を及ぼしていた。ただしその影
響の及ぼし方は、第三世界の他の地域が試みたよ
うな、既存の国際秩序に対する主体的な提案とは
異なる。そして、まさにそのことが、新旧の帝国
主義勢力の抗争と地域内部の差異と対立とが重層
的に絡み合い、中東としての地域的まとまりの形
成を容易にはしない、固有の力学の表れだといえ
る34。
⑷　ラテンアメリカと国連
　ラテンアメリカの地域としての国連への関わり
方もまた、アジアやアフリカとは異なる複雑さを
もつ。米国との関係に比重を置き、米大陸として
の地域的まとまりが前面に出される場合と、米国
の政策から距離を置き、中南米地域としての自立
が模索される場合とがあるからである。ウッド
（B. Wood）とモラレス（M. Morales M.）が「特
集号」に寄せた論考「ラテンアメリカと国連」で
は、国連創設時に、国際社会の平和と安定に対す
る地域的機構の役割を憲章に取り込むことを所望
し、それを集団的自衛権の容認によって基礎づけ
ることを期待したのは、他ならぬラテンアメリカ
諸国であったことが指摘される 35。米国の国内問
題への不干渉政策がラテンアメリカ諸国に対して
も永続することを疑わず、米国との紐帯を強めな
がら、域内の問題は域内で対応するという術を確
保しようとした帰結が、国連創設時における上
記の行動であり、米州共同防衛条約（リオ条約、
1947 年）の締結および米州機構（Organization 
32  Ibid., p.749.
33  Ibid., p. 762.
34  著者は、アラブ諸国とイスラエルとの抗争のみでな
く、トルコやイランとアラブ諸国との差異についても、
「地域としての中東」を成り立たせるのを困難にする要
因とみなしている（Ibid., p.750）。
35  Bryce Wood and Minerva Morales M., “Latin 
America and the United Nations”, IO, Volume 19, Issue 
03, Summer 1965, p.716.
of American States: OAS、1948 年）の創設であっ
た36。
　しかしながら、このような米国との紐帯に依存
した地域的まとまりは、米国の対ラテンアメリカ
政策が内政干渉の様相を増すに伴い、脆さを露呈
する。国連が、米州地域にとってではなくラテン
アメリカにとって積極的な意味を持ちうる可能性
を持ったのは、ラテンアメリカと米国との抗争が
顕著になる時期である。例えば 1953 年と 1954 年
にグァテマラ政府が、そして 1960 年と 1961 年に
はキューバ政府が、米国との抗争について国連
総会でのアピールを行った。いずれも、米国が
一方の当事者となる米州地域内での抗争に対し
て、OAS が効果的に機能しないときの、ラテン
アメリカ諸国が国連に問題解決を期待しての行動
であった。この他に、ラテンアメリカの米国から
の自立が模索される場として、国連経済社会理事
会の下部機関の一つであるラテンアメリカ経済委
員会（Economic Commission for Latin America: 
ECLA）および UNESCO の支援によって創設さ
れたラテンアメリカ社会科学研究機関（Facultad 
Latinoamericana de Ciencias Sociales: FLACSO）
がある。米国から距離を置いて自由に経済開発政
策の考案や社会科学的探求を行う地域的な組織化
が、国連という普遍的国際機構を媒介として生ま
れた例である37。
⑸　新興独立国にとっての国連―国際司法裁判所
を例に
　カイロのアインシャムス大学（Ain Shams 
University）において国際法の教鞭をとってい
たシハタ（I.F.I. Shihata）による「国際司法裁判
所（International Court of Justice: ICJ）に対す
る新興国の態度」38 は、上述のような特定の地域
からの国連への影響についての議論ではないもの
の、ICJ や国際社会における法規範に対する新興
独立国の視点が検討されている点で示唆に富む。
New States とは、国連創設以後に政治的独立を
達成し、ICJ にも加盟することとなった諸国を指
す 39。この論考では、「ICJに対する態度」について、
36  Ibid., p.717.
37  Ibid., p.726.
38  Ibrahim F. I. Shihata, “The Attitude of New States 
Toward the International Court of Justice”, IO, Volume 
19, Issue 02, Spring 1965, pp.203-222.
39  Ibid., p.205.
217300_津田塾大学_国際関係学研究.indd   131 2014/03/05   22:15:07
132
新興国から ICJ に持ち込まれた係争の数、一定条
件の紛争に対して ICJ の強制的管轄権を認める
ICJ 規定第 36 条 2 項への受諾および留保の有無、
ICJ の決定に対する遵守の度合い、という 3 つの
視角から分析される 40。その結果明らかにされた
のは、「国際法とは欧米諸国が押しつけてきたも
のである」との観念ゆえに新興国は ICJ に対して
も躊躇や疑いを持って臨んでいるのであろうとの
推測 41 とは異なり、国際社会の中で生き延びるた
めの戦術として積極的に利用しているという事実
である。国際社会における弱小国である新興国に
とっては、実力行使では圧倒的に非対称な力関係
にある大国との対立に直面したとき、ICJ を介し
て対立を脱政治化する（＝司法の問題として扱う）
ことが可能となる 42。むろんそれは、問題の全面
的な解決とはならない可能性が高いものの、ICJ
に断片的にでも問題が付託され、司法的に判断が
なされようとしている間、弱小国は実力行使以外
の紛争解決の糸口に期待を寄せられるのである。
また、新興国が積極的に ICJ を通じた問題解決に
臨むことは、その国が既存の制度を用いて紛争に
対応し、法的義務を尊重する意志を有しているこ
とを国際社会に示すことを意味する。それは、経
済基盤の脆弱な新興国が、先進国や民間企業から
の援助や融資を呼び込むための極めて現実的な戦
術ともなるのである 43。
⑹　小括
　国連が創設されてからの 20 年間に第三世界の
視点からまとめられた論考を通してみえてくるの
は、国連の政策や諸活動には第三世界諸国の抱え
る問題が投影されているということが、第三世界
の論客たちからも指摘されてきたことである。そ
して、国連創設時やその後の平和と安全の維持を
めぐる活動、脱植民地化が加速され第三世界の開
発が国連総会で取り上げられる過程において、第
三世界諸国が個別ないし集団として、国連で問題
提起を行い、そのある部分は国連を動かすに至っ
た。他方で、本章で扱った時期までには、国連総
会においてアジアとアフリカが集団的に行動した
形跡は顕著であるものの、その他の地域も含めた
「第三世界」としてのまとまりは萌芽的に形成さ
40  Ibid., pp. 205-206.
41  Ibid., p. 216.
42  Ibid., p.219.
43  Ibid., p.220.
れつつある段階である。加えて、それぞれの地域
や国家が抱える経験によって、国連に対する受け
止め方にも多様性がみられることも議論されてき
た。国連における第三世界諸国の集団行動および
多様性は、冷戦期の大国間対立に翻弄される国連
と、時には第三世界諸国の利益のセーフガードと
して機能する国連 44 のいずれもを、現実の国連の
姿として考える第三世界諸国の認識からくるもの
と考えられる。そして、ときには大国間の対立を
利用しながら国連を自らのセーフガードとして機
能させようと働きかける第三世界諸国の模索を観
察してきたことが、この時期の論考の特徴である。
第 3 章　第三世界からの国連への影響―
1966 年以降の論考から
　本章では、第三世界からの国連への影響につい
て、1966 年以降に掲載された論考に基づいて検
討していく。最初に確認しておく必要があるのは、
シャンクス（C. Shanks）、ジェイコブソン（H.K. 
Jacobson）およびカプラン (J.H. Kaplan) の共著
論文「政府間国際組織の集合にみられる不活発性
と変化―1980 年から 1992 年まで」45 を除くと、国
連研究として第三世界からの影響を検討した論考
は 1990 年以降には掲載されていないという点で
ある。よって、ここで扱うのも 1980 年代末まで
に刊行された論考に限られる。
　結論から述べると、1966 年以降に掲載された
論考は二つの傾向をもつ。一つは、個別国家や地
域からの視点のみならず第三世界という集合体が
分析対象となっていることである。確かに、イン
ドと世界銀行との関係を事例に、国内の政治力学
の変容が国際機関に対する政策を変容させ、援助
の受け手であるインドと援助供与者である世界銀
行との間にかけ引きが存在していることを検討し
たモールトン（A.D. Moulton）の論考 46 など、個
別国家を具体例とした議論も存在する。そして、
44  セーフガード（safeguard）という表現は、新興独立
国の ICJ に対する受け止めを検討したシハタ論文に象徴
的に登場する（Ibid., p.221）。
45  Cheryl Shanks, Harold K. Jacobson and Jeffrey H. 
Kaplan, “Inertia and Change in the Constellation of 
International Governmental Organizations, 1981–1992”, 
IO, Volume 50, Issue 04, Autumn 1996, pp.593-627.
46  Anthony D. Moulton, “On Concealed Dimensions 
of Third World Involvement in International Economic 
Organizations”, IO, Volume 32, Issue 04, Autumn 1978, 
pp. 1019-1035.
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そこにおいては、国内政治動向の把握抜きには、
一国の国連や他の国際機関に対する影響が正確に
は測れないことが示唆され、地域からの国連への
影響を検討するための一層深化した視角が提示さ
れている。その一方で、この時期に掲載された他
の多くの論考に共通するのは、第三世界を集合体
として捉える視点である。そして、第三世界の組
織化と集合体としての第三世界が国連での政策決
定においてどのように行動したのかを分析する視
点の強まりが、第二の傾向として挙げられる。前
章で検討した論考の多くが、第三世界の外交官経
験者や研究者によるものだったのに対し、以下に
取り上げる論考はいずれも、米国をはじめとした
非第三世界に研究拠点を置く研究者の手によるも
のである。このことからも、第三世界と国連との
関係に対する分析や国際関係における意味づけを
行うことに、研究の関心が移行しつつあることが
推測される。
　以下では、第三世界が国連において示した行動
を分析した 5 本の論考を概観する。それぞれの著
者は「第三世界が国連に何らかの影響を及ぼし
た」との認識を前提に議論を進めているため、本
稿では「国連でのまとまった行動を導いたのは、
第三世界のいかなる関心であったのか」という観
点から、各論考による説明の特徴をみていくこと
とする。
⑴　ロススタイン（R.L. Rothstein）の「同盟、非
同盟そして小国：1945 年から1965 年まで」47
　ロススタインの論考は、第三世界の小国（Small 
Powers）が米ソ両陣営の対立を背景として選択
した、非同盟戦略に焦点を当てる。非同盟という
形での集団形成は、大国間の全面戦争も実質的な
協力関係も存在しない、冷戦期特有の力関係のな
かで生まれた 48。国連において非同盟戦略を軸と
した集団的行動がとられた背景には、総会におけ
る一国一票制に支えられて多数派を形成すること
が可能となったという制度的条件と同時に、小国
にとって非同盟戦略は生存戦略の一環であったこ
とが挙げられる。すなわち、米ソのいずれの陣営
にも加わらないという選択をすることによって、
冷戦対立に由来する大国からの干渉の可能性を減
47  Robert L. Rothstein, “Alignment, Nonalignment, 
and Small Powers: 1945–1965”, IO, Volume 20, Issue 03, 
Summer 1966, pp. 397-418.
48  Ibid., p.405.
じることが、小国が生き延びる方法であり、非同
盟戦略の持つ現実的な意義として認識されたので
ある 49。「植民地主義への嫌悪」50 という関心を共に
もち、軍事力では大国に圧倒的に劣る非同盟諸国
が結集することで、国連総会が政策形成を促進す
る場として機能したと言える。
⑵　ケイ（D.A. Kay）の「脱植民地化の政治―新
興国と国連の政治過程」51
　本論文では、国連総会で 1960 年 12 月に採択さ
れた「植民地独立付与宣言」（決議 1514）ならび
にその翌年 11 月に決議の履行状況を監視する特
別委員会の設置を定めた新たな決議 1654 が成立
する政治過程が検討された。表題に示されている
とおり、新興国の国連での集団的行動を支えたの
は、脱植民地化という目的であった。ケイは特に、
アジア諸国とアフリカ諸国の共同行動に着目し、
他の国家や地域との間の政治力学を分析した。な
かでも決議 1514 の採択に至る過程について、「脱
植民地化」という目標に賛同するグループ内にさ
え存在したアジア・アフリカ諸国との意見の相違
が妥協をみたこと 52、および西側の旧宗主国や米
国にとって新興国との関係悪化は不利益であり、
そのことが決議採択において反対はせずに棄権に
まわるという行動を促したと指摘されている 53。
同時に著者は、アジア・アフリカ諸国が国連総会
を通じて成果を獲得したことの意味について、人
権の観念が植民地主義とそれに付随する人種差別
に対する反撃の道具として機能したことも考察す
る 54。国連総会は、各国の政策や要求がぶつかる
場であるとともに、ときには対立から妥協や協調
への変化を支えるアリーナとしての役割を担って
49  Ibid., pp. 414-415.
50  Ibid., p.418.
51  David A. Kay, “The Politics of Decolonization: The 
New Nations and the United Nations Political Process”, 
IO, Volume 21, Issue 04, Fall 1967, pp.786-811.
52  特にソ連による脱植民地化決議案とアジア・アフリ
カ諸国のそれとは、前者が反植民地主義ばかりでなく反
西側諸国の色彩が強かったこと、脱植民地化をいずれ達
成されるべき目標として即時の達成を重視していなかっ
たこと、外国基地の駐留を禁止する条項を掲げていた点
が後者の提案と大きく異なる点であった。また、域内の
大半が 19 世紀に独立を果たしていたラテンアメリカか
らは、「植民地支配は肯定的に評価しうる遺産ももたら
した」との認識が示され、これも独立後まもないか、現
に独立闘争のさなかにあるアジア・アフリカ諸国からの
反発を買った（Ibid., pp.791-792）。
53  Ibid., p.794.
54  Ibid., p.802.
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いるのである 55。
⑶　ウォルターズ（R.S. Walters）の「国際組織と
政治的コミュニケーション―後発発展途上国の
UNCTAD 利用」56
　ウォルターズが焦点を当てたのは、国連貿易
開発会議（United Nations Conference on Trade 
and Development: UNCTAD）である。1964 年 3
月に第 1 回 UNCTAD 会合が開催されたことは、
第三世界の側から表明された、先進工業国との間
の経済格差に対する不満と、自らの開発に有利な
国際的環境を作り出そうとする要求とが、南北格
差の是正に取り組む新たな機関の制度化へとつな
がったことを意味する。通常の国連総会や経済社
会理事会に増して UNCTAD が第三世界から重
視されたが、それは、UNCTAD では貿易政策に
特化した討議が可能となるからであり 57、「援助よ
りも貿易を」という要求に応える討議が期待され
たからであった。しかしそれだけではなく、国際
貿易に対する要求を支え、南北問題の一方の当事
者として経済発展の到達度において多様な第三世
界の連帯を維持させた一因は、UNCTAD という
場そのものにあったと著者は指摘する 58。国連に
おいて第三世界諸国のまとまった行動を導いたの
は、現存の国際経済構造のなかで第三世界が置か
れた不利な状況への是正要求であり、それを持続
させるための制度的な支えとして UNCTAD の存
在は不可欠であったと考えられるためである。そ
のことは、初代事務局長プレビッシュを筆頭とし
た UNCTAD 事務局が、第三世界の視点から既存
の国際貿易体制への代替案を提示することで、開
発事業に直接に携わる国際金融機関や国連開発計
画などが、第三世界の置かれた状況を軽視できな
い政策環境を作り出すことに貢献したことからも
跡付けられる 59。
55  Ibid., p.810.
56  Robert S. Walters, “International Organizations and 
Political Communication: The Use of UNCTAD by Less 
Developed Countries”, IO, Volume 25, Issue 04, Fall 
1971, pp.818-835.
57  Ibid., p.826.
58  Ibid., p.824-825.
59  Ibid., p.828.
⑷　メルツァー（R. I. Meltzer）の「国連システ
ムの再構成―南北関係の文脈における制度改革
論議」60
　1975 年から 1977 年の時期における国連改革論
議について、第三世界と西側先進諸国との提案
の違いに着目して検討した論考である。本論文
で取り上げられたのは、1974 年 4 月に開催され
た国連特別総会において新国際経済秩序（New 
International Economic Order: NIEO）の樹立宣
言が採択され61、既存の国際経済秩序の変更を期待
する第三世界と、新興国の数の力による国連総会
の政治化および UNCTAD をはじめとする国連機
関の増殖を快く思わなかった西側先進諸国との対
立が深刻化している時期の国連改革論議である。
そこにおいて基本的に対立する視角は、NIEO の
現実化にとって有利になるような国連改革か、あ
るいは加熱する南北対立を和らげる穏健な国連改
革か、ということであった 62。国連改革に関する
アドホック委員会での議論において、第三世界諸
国が提案した具体的な点は、UNCTAD を国際貿
易にかかる第一義的な交渉機関として格上げする
こと 63 や、国連事務総長に次ぐポストとして開発
や国際経済協力を扱う事務局高官を置くこと 64 な
どが挙げられる。その趣旨は、国連が国際開発政
策の舵を取ることを望む第三世界が、国連事務局
の集権化を提案したことにあった。他方で、西側
先進諸国からは、限られた諸国が参加する協議グ
ループを形成し、国連の開発政策を決定すること
が効率的であるとの提案がなされ 65、事務局には
あくまで技術的ないしは行政的な役割が期待され
た66。南北間対立が過熱するさなかでの国連改革に
かかる議論において、交渉の一方の当事者として
第三世界諸国の集団的行動を支えたのは、NIEO
の現実化という目標であり、そのための制度的基
盤として国連を不可欠のものとみなし、有用な制
度への変更を考案する戦術的対応であった。
60  Ronald I. Meltzer, “Restructuring the United 
Nations System: Institutional Reform Efforts in the 
Context of North-South Relations”, IO, Volume 32, Issue 
04, Autumn 1978, pp.993-1018.
61  UN Doc., A/RES/3201(S-VI), 1 May 1974.
62  Meltzer, op.cit., p.995.
63  Ibid., p.1002.
64  Ibid., p.1007.
65  Ibid., pp.1011-1012.
66  Ibid., p.1007.
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⑸　飯田敬輔の「第三世界の連帯―国連総会にお
けるG77」67
　本論文の議論の特徴は、国連における第三世界
の集団的行動について、第三世界内の国家どうし
の間に働く協調のメカニズムをモデルによって説
明しようとしている点にある。著者はまず、第三
世界としての集合（unity）を、「与えられた問題
について共通の政策的立場に達し、またそれを維
持するための集団の能力」68 と定義づけ、1970 年
代と比べて 1980 年代初頭のほうが集合の強度が
大きいと認識することから出発する 69。すなわち、
第三世界諸国どうしの集合度が高いのは南北対立
が先鋭化していた 1970 年代ではなく、南北関係
の視点から集合度の高まりを説明するのには限界
があるため、第三世界の集合形成を説明する内部
的要因があるのではないか、との問いである 70。
　そこで、「利益共同体モデル」「リーダーシップ
モデル」「相互調整モデル」という 3 つのモデル
が提案され、モデルの有効性が検討される。共通
の利益の存在が集合形成を支えると考える「利益
共同体モデル」は、1980 年代初頭の時期には債
務危機や先進国から引き出す援助の増額をめぐっ
て、第三世界内部の差異が顕著であった事実を説
明できない 71。また、「リーダーシップモデル」は、
当時の第三世界において最も力を持っていたと考
えられる産油国が、その財力を使って他の諸国を
牽引していたとは考えられず、むしろ産油国から
他の第三世界諸国に対する援助が低下する時期と
1980 年代初頭とが重なることから、説得力を持
たない 72。その結果、「相互調整モデル」が最も妥
当であり、第三世界諸国どうしが問題に面するた
びにギブ・アンド・テイクの交渉を行っているこ
とが、それぞれの利害を調整し、集団の形成およ
び維持を可能にしたと結論付けられる 73。
⑹　小括
　集合体としての第三世界を分析対象として取り
上げる論考からみえてくるのは、脱植民地化なら
67  Keisuke Iida, “Third World Solidarity: the Group of 
77 in the UN General Assembly”, IO, Volume 42, Issue 
02, Spring 1988, pp.375-395.
68  Ibid., p.376.
69  Ibid., p.378.
70  Ibid., p.395.
71  Ibid., p.388.
72  Ibid., p.390.
73  Ibid., p.394.
びに公正な国際経済秩序への変更という既存の体
制あるいは価値規範への異議申し立てや、第三世
界内部での利害調整が、第三世界が国連において
影響力を行使しうるほどの存在感をもつように
なった背景として挙げられているという点である。
換言すると、本章で扱った時期の国連研究のなか
には、国連を動かすファクターとして第三世界の
動向を正面から取り上げる論考が明確に存在して
いたということでもある。さらに、第三世界の集
合的行動を支えたのが、ある場合には人間の尊厳
に対する希求であり、UNCTAD のような討議空
間の存在であったことが指摘された。すなわち、
それ自体は普遍的な価値であり機関であると考え
られるものが、第三世界を結びつけるフォーカル・
ポイントともなるということである。第三世界の
集合的行動が国連の政策を動かし、また国連とい
う場が第三世界の組織化の一因ともなったという
点で、「地域からの国連への影響」と「国連による
地域への影響」との間の相互作用が確認できる。
おわりに
　本稿では、学術雑誌 International Organization
所収の論考をもとに、国連を動かすファクターと
しての「地域」が国連研究の枠組みにどのように
取り入れられてきたのかについて、特に第三世界
と国連との関係について考察した論考を検討し
た。その結果、国連研究の動向として、以下の二
点が明確になった。
　一点目は、国連総会や UNCTAD をはじめと
する国連機関において、第三世界は個別ないし集
合的に多様な影響力を発揮したという現象は、特
に 1980 年代末までの国連研究によって議論され
てきたということである。研究においては、後に第
三世界を形成することとなる小国が国連創設時に
行った問題提起や、南北間対立を背景とした国連
での政策決定を例として、第三世界が国連に影響
を及ぼすこととなる政治過程が検証されてきた。ま
た、そのような集団的行動がいかにして可能になっ
たのかという点についても分析が試みられてきた。
　研究動向の特徴の二点目として、第三世界から
の国連への関与を検討することを通じて、第三世
界にとっての国連の位置づけが逆照射されたこと
が挙げられる。脱植民地化や国際経済秩序の是正
という国際社会における規範の変更をめぐって、
第三世界が国連に深く関与したことは、裏を返せ
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ば、国連という多国間枠組みを利用することこそ
が国際関係を生き延びるための現実的な選択肢で
あったことを意味する。本稿で扱った論考の検討
対象となった時期の国連は、第三世界の視点から
は少なからぬ存在意義をもっており、それは、第
三世界からの国連への影響について考察すること
を研究枠組みに取り入れることにより明らかに
なった視角であると言える。
　他方で、「何が国連を動かすのか」という問い
を突き詰めて考えるには課題もある。まず、IO
誌の論考では、第三世界諸国の内部の要因が国連
にいかなる影響を及ぼすのかという視点は弱いこ
とが挙げられる。ローカルな政治や経済、社会か
らの問題提起が国連の政策や諸活動をいかなる関
係にあるのか、という課題は、萌芽的に取り組ま
れるにとどまっている。特に冷戦終焉後の国際関
係において、「人間の安全保障」や「人間開発」
といった指針が登場し、「人間」へのまなざしの
重要性が認識されているなかで、国連研究におけ
る「地域」の射程にローカルなそれを包含するこ
とは意味をもつだろう。
　二つ目の課題は、地域からの影響を受ける「国
連」のなかでも、特に行政機関としての国連が受
ける影響についてである。第三世界に焦点を当て
ると、主に国連総会や経済社会理事会、あるいは
UNCTAD といった機関における政治過程が議論
されることが特徴的であった。これら加盟国間の
討議によって政策合意がなされる政治機関の重要
性は改めて強調するまでもないものの、しばしば
政治機関における討議の素案作成に携わり、合意
された政策を実行する行政機関としての事務局
は、第三世界やほかの地域からのいかなる影響を
受け入れて行動をしているのであろうか。国連の
政策決定過程を総体として理解し、その政策行使
の実態を把握するためには、事務局に着目した研
究は不可欠であろう。
　最後に、本文中でも確認したとおり、地域が国
連に及ぼす影響を考察する論考そのものが、1990
年代以降に減少しているということの意味をどう
考えるかということがある。第三世界に絞って考
えると、近年「グローバル・サウス」という概念
で第三世界の動向を分析することもあるようであ
るが74、それは国連を通じて組織化されたとも解さ
74  例えば、藤田和子、松下冽編著『新自由主義に揺れ
るグローバル・サウス : いま世界をどう見るか』ミネル
ヴァ書房、2012 年。
れる 1960 年代から 1970 年代にかけての「第三世
界」とはどのような関係にあるのか。「グローバル・
サウス」からみると国連はどのような存在意義を
もつのか。IO 誌に掲載された論考のみからは判
断できない、第三世界と国連との関係を問う冷戦
終焉以降の研究動向をおさえる必要があろう。
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